○　申請書類

	番号
	書類名
	様式番号
	備考
	確認欄

	１
	規則認証申請書
	様式第１号
	
	

	２
	宗教法人規則
	
	２通
	

	３
	宗教団体証明書
	様式第２号
	
	

	４
	境内建物明細書
	様式第３号
	
	

	５
	境内地明細書
	様式第４号
	
	

	６
	図面記載例
	参　考
	
	

	７
	寄付証書
	様式第５号
	
	

	８
	財産目録
	様式第６号
	
	

	９
	収支計算書
	様式第７号
	
	

	１０
	公告証明書
	様式第８号
	
	

	１１
	設立公告
	様式第９号
	
	

	１２
	証明書
	様式第１０号
	
	

	１３
	代表役員（責任役員）就任承諾書
	様式第１１号
	
	

	１４
	身分証明書
	様式第１２号
	
	

	１５
	誓約書
	様式第１３号
	
	

	１６
	公益事業およびその他の事業に関する書類
	様式第１４号
	
	

	１７
	宗教法人「　　　　」設立議事録
	様式第１５号
	
	

	１８
	承認書
	様式第１６号
	
	

	１９
	住宅地図等の写し等による付近の地図
	
	
	

	２０
	宗教法人設立届
	様式第１７号
	
	


様式第１号

	平成　　年　　月　　日　
　　福井県知事　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　宗教団体事務所所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　名　称「　　　　　」
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

規　則　認　証　申　請　書
　宗教法人「　　　　　」を設立したいので、宗教法人法第１３条の規定により、規則２通に下記関係書類を添えて、規則の認証を申請します。
記
１　「　　　　　」が宗教団体であることを証する書類（宗教団体証明書）　　　　　　別紙１
２　公告したことを証する書類（公告証明書）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別紙２
３　申請人が宗教団体「　　　　　」を代表する権限を有することを証する書類（証明書）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別紙３

４　代表役員および責任役員就任受諾書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別紙４
５　代表役員および責任役員に就任を予定されている者が欠格条項に該当しないことを

証する書類（身分証明書および誓約書）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別紙５
６　公益事業およびその他の事業に関する書類　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別紙６
７　宗教法人「　　　　　」設立発起人会議議事録（写し）　　　　　　　　　　　　　別紙７
８　包括宗教団体の規則等における被包括宗教法人設立に関する手続を経たことを

証する書類（承認書写し）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別紙８




（注）１　添付書類５は、本籍地の市町長が発行する身分証明書を添付すること。

　　　２　添付書類６は、公益事業またはその他の事業を行う場合に提出すること。

　　　３　添付書類８は、被包括宗教法人を設立する場合に提出すること。
様式第２号

	別紙１
宗教団体証明書

　「　　　　　」は、下記のとおり、宗教法人法第２条第１号に該当する宗教団体であることを証明します。

記

　１　由緒・沿革

　（１）創始年月日

　（２）創始の場所

　（３）創始者

　（４）主なる変遷（移転・代表者変更・土地建物の拡張等重要事項を記入）

　２　主神、本尊（配祀神・脇仏を含めて記入）

　３　教義の大要

（被包括団体は「○○教の教義による」とし、単位宗教団体は最も特徴とする事項を記入）

　４　施　設（境内地および境内建物）別紙１の（１）～１の（４）のとおり

　５　教　勢　信者○○人　　　教師　○○人

　　　　　　　（包括団体の場合には、このほか、被包括団体の現況を示す書類を添付）

　６　儀式行事（主な年中の儀式行事を「　　年　　月　　日祭」として記入すること。）

　７　その他　財産目録（別紙１の（５）、収支計算書（別紙１の（６））
　　平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「　　　　　」宗教団体代表者　　　　　　　　　㊞
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「　　　　　」宗教団体信者代表者　　　　　　　㊞



様式第３号

	別紙１の（１）
境内建物明細書

所在地

　　　　市　　　　　　　町　　　　丁目　　　番地

（　　　郡　　　　　　　町　　　　大字　　　　　　）

使用区分

構造

床面積(１階)

床面積(２階)

所有者

備考




（注）１　この明細書には、建物の登記上の種類に関係なく法第３条に規定する境内建物をすべて記入し、使用区分欄は、法第３条で区分したとおり記入すること。
２　構造欄は、木造瓦葺平屋建等と記入すること。
３　法人設立後寄附を受ける建物は、備考欄にその旨を記入し、寄附証書の写し（別紙１の（４））を添付すること。
４　飛地境内建物については、備考欄にその旨を記入すること。
５　建物配置図および平面図（別紙１の（３））を添付すること。
６　建物の登記事項証明書または表示の登記事項証明書を添付すること。

様式第４号

	別紙１の（２）
境内地明細書

所在地

　　　　市　　　　　　　町　　　　丁目　　　番地

（　　　郡　　　　　　　町　　　　大字　　　　　　）

丁目　字　地番

地目

地積

所有者

備考




（注）１　この明細書は、土地の登記簿上の地目に関係なく法第３条に規定する境内地のすべてを筆ごとに記入すること。
２　地目の欄は、土地登記簿上の地目を記入すること。
３　法人設立後寄付を受ける土地は、備考欄にその旨記入し、寄付証書の写し（別紙１の（４））を添付すること。
４　農地を境内地に転用しているときは、農地法の規定による許可書の写しまたは非農地証明を添付することなど適法に土地を使用できることを証明すること。
５　飛地境内地は、備考欄にその旨記入すること。
６　境内地の図面（別紙１の（３））を添付すること。
７　土地の登記事項証明書を添付すること。
図面記載例

	別紙１の（３）
１　境内地図面








２　境内建物配置図









３　境内建物平面図


















様式第５号

	別紙１の（４）
（写し）　
平成　　年　　月　　日　
　宗教法人「　　　　　」

　　設立代表者　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所有者住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　㊞
寄附証書

　宗教法人「　　　　　　」が設立されたときは、下記の物件を境内地（境内建物）として寄附します。

記

　　　　　　１　　土　　地　　所在、地目、地積等を記入

　　　　　　２　　建　　物　　浄財、種類、構造、面積等を記入

　上記は、原本と相違ないことを証明します。

　　平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宗教法人「　　　　」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　設立代表者　　　　　　　　　　㊞



様式第６号

	別紙１の（５）
財産目録
（平成　　年　　月　　日）
区分・種別

数量

金　　　額

備考

（資産の部）

特別財産

１　宝　物
（１）○○○像
（２）○○○○
２　什物
（１）○○○○

　　　体
　○○○
○○○点

○○○，○○○

○○○，○○○

特別財産計

○○○，○○○

基本財産

１　土　地

（１）境内地　　　○筆

２　建　物

（１）○○○○　　○棟

（２）○○○○　　○棟

３　有価証券

（１）国　債

（２）○○電力債

４　預　金

（１）定期預金

　　（○○銀行他）
（２）貸付信託

　　（○○信託銀行他）

○,○○○㎡

○○○㎡

○○○㎡

○○○口

○○○口

○○○口

○○○口

○○○，○○○

○○○，○○○

○○○，○○○

○○○，○○○

○○○，○○○

○○○，○○○

○○○，○○○

○○○，○○○

○○○，○○○

○○○，○○○

○○○，○○○

　　　基本財産計

○○○，○○○

普通財産

１　土　地

（１）○○町宅地　○筆

２　建　物

（１）○○町所在　○棟

３　什器備品

（１）○○他

４　車　両

（１）乗用自動車

５　図　書

（１）○○他

６　有価証券

（１）○○株式

７　積立預金

（１）○○積立預金

　　（○○銀行定期）
８　預　金

（１）普通預金

　　（○○銀行他）
９　現　金

10　貸付金

11　○○○

○○㎡

○○㎡

○○点

○台

○○冊

○○○株

○口

○○口

○○件

○○○，○○○

○○○，○○○

○○○，○○○

○○○，○○○

○○○，○○○

○○○，○○○

○○○，○○○

○○○，○○○

○○○，○○○

○○○，○○○

○○○，○○○

○○○，○○○

○○○，○○○

○○○，○○○

○○○，○○○

○○○，○○○

○○○，○○○

○○○，○○○

○○○，○○○

　　　普通財産計

○○○，○○○

　資産合計（Ａ）

○○○，○○○

（負債の部）

負債

１　借入金

（１）○○借入金

　　（○○銀行）
２　○○○

　○○件

○○○，○○○

○○○，○○○

○○○，○○○

○○○，○○○

　　　負債合計（Ｂ）

○○○，○○○

正味財産(C)＝(A)－(B)

○○○，○○○




様式第７号

	別紙１の（６）
平成○○年度収支計算書

（自平成　　年　　月　　日　至平成　　年　　月　　日）

(1)　収入の部
科目

予算額

決算額

差異

備考

当年度収入合計(A)

前年度末現金預金(B)

収入合計©＝(A)＋(B)

(2)　支出の部

　
科目

予算額

決算額

差異

備考

当年度支出合計(D)

当年度末現金預金(E)

支出合計©＝(D)＋(E)
※記入上の注意

　１　支出の部の「当年度末現金預金」は、「剰余金」ともいい、その金額は、年度末の積立預金の額を除く普通財産である現金、預金の合計額と一致する。この金額は、翌年度の収支計算書においては、収入の部の「前年度末現金預金」の「決算額」として計上される。

　２　支出科目のうち「予備費」については、その「予算額」の欄は使用残額を記入し、「決算額」の欄は「０」となる。

　３　「備考」欄には、補正予算を決定した場合、科目間の流用や予備費の使用をした場合に、その旨および増減した額を記入する。




様式第８号

	別紙２
公　告　証　明　書

　宗教法人「　　　　」を設立するため、宗教法人法第１２条第３項の規定により、下記のとおり公告しました。

記

１　公告の方法

　　平成　　年　　月　　日から平成　　年　　月　　日まで　　日間事務所の掲示場に掲示（平成　　年　　月　　日発行の機関紙（誌）「　　　　　」に掲載した。

２　公告文

　　別紙のとおり

　　平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宗教団体「　　　　　　　　　」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　㊞
　上記の事実を確認したことを証明します。

　　平成　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　㊞
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　㊞
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　㊞



　（注）確認者は、信者その他の利害関係人とし、２～３人連署すること。
様式第９号

	（写し）　
宗教法人「　　　　」設立公告

　このたび、下記のとおり、宗教法人法の規定による宗教法人「　　　　　　　」を設立することになりましたので、同法第１２条第３項の規定により公告します。

　　平成　　　年　　　月　　　日

　　信者その他利害関係人各位

　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　宗教団体「　　　　　　　　　　　　　　　」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者

記

１　宗教法人「　　　　　　」規則案の要旨

　　目的、名称、事務所の所在地、包括団体、代表役員・責任役員・同代務者・仮代表役員・仮責任役員に関する呼称・資格・任免・規則・定数・職務権限等、議決・諮問・監査等の機関に関する事項、基本財産・宝物等管理処分に関する事項、予算・決算・財産に関する事項、規則変更・解散・合併に関する事項、公告の方法、その他法第１２条第１項に規定する事項

２　設立の趣旨その他（必要と認めた事項）




　（注）　公告は、信者その他の利害関係人に対し、十分に周知徹底できる方法および期間が必要である。
様式第１０号

	別紙３
証　明　書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名

　上記の者は、宗教法人「　　　　　　　」規則の認証申請人として、宗教団体「　　　　　」を代表する権限を有することを証明します。

　　平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　包括宗教団体所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　㊞



　（注）　単位の宗教法人および包括宗教法人を設立する場合は、その宗教団体代表者および信者代表者２～３人が連署して署名すること。

様式第１１号

	別紙４
代表役員（責任役員）就任承諾書

　　　　　　　様

　宗教法人「　　　　　」の代表役員（責任役員）に就任することを受諾します。

　　平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　㊞


	


（注）１　代表役員と責任役員は、別紙にすること。

　　　２　責任役員の就任承諾書は、連名でもよい。

　　　３　代表役員は、同時に責任役員でもあるから、代表役員の就任受諾は、責任役員の就任受諾をも意味する。したがって、さらに責任役員の就任受諾書を要しない。
様式第１２号

	別紙５－１
身　分　証　明　書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日生

　　　　　１　成年被後見人および被補佐人でない。

　　　　　２　破産者でない。

　　　　上記のとおり相違ないことを証明する。

　　　　　　　平成　　　年　　　月　　　日

　　　　　　　　　市　町　長　名


　（注）　この証明書は、代表役員および責任役員就任予定者の全員について、本籍地の市町長から交付を受けて添付する。

様式第１３号

	別紙５－２
平成　　年　　月　　日　
　福井県知事　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　（宗教法人「　　　　」設立代表者）　氏　名　　　　　　　　㊞
　　　　　　　　　　　　（宗教法人責任役員就任予定者）　　　氏　名　　　　　　　　㊞
　　　　　　　　　　　　（宗教法人責任役員就任予定者）　　　氏　名　　　　　　　　㊞
誓　　約　　書

　私は、下記の事項に該当しないことを誓約します。

記

　宗教法人法第２２条第１項第３号

　　禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わるまでまたは執行を受けることがなくなるまでの者


様式第１４号

	別紙６
公益事業およびその他の事業に関する書類

１　事業の種類

２　名　称

３　事業所の所在地

４　法令による事業の許可、認可、承認または届出の別およびその年月日（なお、許可書、認可書または承認書の写しを添付）

５　事業計画および予算




様式第１５号

	別紙７

（写し）　
宗教法人「　　　　　　」設立議事録
１　日　時　平成　　年　　月　　日　　時　　分から　　　時　　　分まで

２　場　所　事務室（会議室）

３　出席者　氏名を列記（別に名簿を作成してもよい。この場合［別紙名簿のとおり］として末尾に添付し契印をすること。

４　議　題

（１）宗教団体「　　　　　　」をもって宗教法人「　　　　　」を設立することについて

（２）宗教法人「　　　　」規則案を定めることについて

　　　ただし、趣旨の変更にわたらない限度における字句の訂正をするときは代表者に一任すること。

（３）宗教法人「　　　　　　」設立当初の代表役員および責任役員は、次のとおりとすることについて

　　　代表役員　氏名、責任役員　氏名　責任役員
（４）宗教法人「　　　　」設立のため、○○○○に、認証申請人として宗教団体を代表する権限を付与することについて

（５）議事録署名人として○○○○、△△△△を選出することについて

５　議事の経過

　　会議の成立、議長になった者の氏名、開会、議案の上程、議決にいたるまでの経過、閉会等を明確に記入する。

６　その他

　上記のとおり相違ないことを証する。

　　平成　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　議　長　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　署名人　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　署名人　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
　上記は、原本と相違ないことを証明します。

　　平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宗教法人「　　　　　　　　」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　設立代表者　　　　　　　　　　　　㊞



様式第１６号

	別紙８
（写し）　
承　　認　　書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称　　　　　　　　　　　　　

　貴宗教団体が宗教法人「　　　　　　　」となることおよびその規則を承認します。

　　　平成　　　年　　　月　　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　包括宗教団体所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　　称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代　表　者　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
　上記は、原本と相違ないことを証明します。

　　平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宗教法人「　　　　　　　」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　設立代表者　　　　　　　　　　　　　　　　㊞



（注）　この承認書とともに申請規則が包括団体代表者から承認を受けたものであることを証するため、必ず規則末尾に証明印を受けて申請すること。

　　　　この場合証明印は、一通だけでよい。

様式第１７号

	平成　　年　　月　　日　
　福井県知事　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務所の所在地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宗教法人「　　　　　　　　」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表役員　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
宗教法人設立届

　このたび、宗教法人「　　　　　」は、宗教法人法第５２条第１項（または第５９条（※））の規定による設立の登記を完了しましたので、同法第９条の規定により、登記の全部事項証明書を添えて届け出ます。

　※　括弧内は、従たる事務所の登記を行う場合



平成　　年　　月　　日
　福井県知事　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　事務所の所在地

　　　　　　　　　　　　　　宗　教　法　人　「　　　　　　　　」

　　　　　　　　　　　　　　代　表　役　員　　　　　　　　　　 eq \o\ac(◯,印)
　　　　　　　　　　　　　　（代　務　者）
事務所備付け書類の写しの提出について

　宗教法人法第２５条第４項の規定により、下記の事務所備付け書類（写し）を添えて提出します。

記

	書類名
	提出の有無

	１．役員名簿
	提出する

	２．財産目録
	提出する

	３．収支計算書
	・提出する

・提出しない　次の全てに該当するため

　　　　　　　　　①公益事業以外の事業を行っていない

　　　　　　　　　②年間収入額が８千万円以内である

　　　　　　　　　③収支計算書を作成していない

	４．貸借対照表
	・提出する・提出しない（作成していないため）

	５．境内建物に関する書類
	・提出する・提出しない（該当しないため）

	６．事業に関する書類
	・提出する・提出しない（事業を行っていないため）


（注）役員名簿、財産目録はすべての法人が提出してください。

　　　３～６は、いずれかを○で囲んでください。

	１　代表役員名簿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（任期：　　　）

	歴代
	資格
	氏　名
	生年月日
	住　　　所
	就　　退　　任
	
	
	備　考

	
	
	
	
	
	就任年月日
	登記年月日
	所轄庁届出年月日
	

	
	
	
	
	
	退任年月日
	登記年月日
	所轄庁届出年月日
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	２　責任役員名簿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（任期：　　　）

	資格
	氏　名
	生年月日
	住　所　　　　　
	就任年月日
	就任年月日
	就任年月日
	就任年月日
	備　考

	
	
	
	
	退任年月日
	退任年月日
	退任年月日
	退任年月日
	

	責任
役員
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	責任
役員
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	責任
役員
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	責任
役員
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	責任
役員
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	責任
役員
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	




	財産目録
	
	
	

	　　　（　　年　　月　　日現在で作成）
	

	　　　　　　　種　　　類
	
	数量
	金額
	備考

	資産の部

	特

別

財

産
	
	
	
	

	
	特別財産の合計
	
	
	

	基

本

財

産
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	基本財産の合計
	
	
	

	普
　

通
財

産
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	普通財産の合計
	
	
	

	　　　　　　資産の合計
	
	
	
	

	負
債
	
	
	
	

	
	　　負債の合計
	
	
	



（記載例）
平成１７年７月○○日
福井県知事　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　事務所の所在地　福井市○○町△‐△
　　　　　　　　　　　　宗　教　法　人　「○○寺　」
　　　　　　　　　　　　代　表　役　員　福井　太郎　　　 eq \o\ac(◯,印)
　　　　　　　　　　　　（代　務　者）
事務所備付け書類の写しの提出について
　宗教法人法第２５条第４項の規定により、下記の事務所備付け書類（写し）を添えて提出します。
記
	書類名
	提出の有無

	１．役員名簿
	提出する

	２．財産目録
	提出する

	３．収支計算書
	・提出する
・提出しない　次の全てに該当するため
　　　　　　　　　①公益事業以外の事業を行っていない
　　　　　　　　　②年間収入額が８千万円以内である
　　　　　　　　　③収支計算書を作成していない

	４．貸借対照表
	・提出する・提出しない（作成していないため）

	５．境内建物に関する書類
	・提出する・提出しない（該当しないため）

	６．事業に関する書類
	・提出する・提出しない（事業を行っていないため）


（注）役員名簿、財産目録はすべての法人が提出してください。
　　　３～６は、いずれかを○で囲んでください。

（記載例）

役員名簿

	１　代表役員名簿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	（任期：住職在任中）

	歴代
	資格
	氏　名
	生年月日
	住　　　所
	就　　退　　任
	
	
	備　考

	
	
	
	
	
	就任年月日
	登記年月日
	所轄庁届出年月日
	

	
	
	
	
	
	退任年月日
	登記年月日
	所轄庁届出年月日
	

	3
	代表役員
	福井　太郎
	昭和20年6月1日
	福井市○○町□丁目
△－△
	昭和48年1月28日
	昭和48年2月3日
	昭和48年2月16日
	

	
	
	
	
	
	―
	―
	―
	

	２　責任役員名簿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	（任期：５年）

	資格
	氏　名
	生年月日
	住　　所　　　　　
	就任年月日
	就任年月日
	就任年月日
	就任年月日
	備　考

	
	
	
	
	退任年月日
	退任年月日
	退任年月日
	退任年月日
	

	責任
役員
	若狭次郎
	大正10年3月21日
	○○郡□□町
▽▽－△
	平成11年9月18日
	
	
	
	

	
	
	
	
	現在に至る
	
	
	
	

	責任
役員
	越前三郎
	昭和5年11月9日
	福井市○○町
□丁目△－△
	平成12年9月18日
	
	
	
	

	
	
	
	
	現在に至る
	
	
	
	




　（記載例）

	財産目録
	
	
	
	

	（平成１６年３月３１日現在で作成）
	

	種　　類
	
	数量
	金額
	備考

	資産の部

	特別
財産
	１　宝物　本尊
	
	１体
	－
	

	
	２　什物　（宗教行事用の器具）
	５点
	100万円
	

	
	特別財産の合計
	
	100万円
	

	基　

本

財

産
	１　境内地（土地）　　　　１筆
	△△，△△△坪（㎡）
	2千500万円
	所在地

	
	２　境内建物
	
	
	
	

	
	　　　　本堂　　　１棟
	△，△△△坪（㎡）
	1千500万円
	所在地

	
	　　　　庫裏　　　１棟
	△，△△△坪（㎡）
	1千万円
	所在地

	
	３　定期預金
	
	
	300万円
	

	
	基本財産の合計
	
	5千300万円
	

	普

通

財

産
	１　宅地　　　　　　１筆
	△△，△△△坪（㎡）
	1千万円
	所在地

	
	２　車両
	
	
	
	

	
	　　　　乗用自動車
	１台
	120万円
	

	
	３　普通預金
	
	
	50万円
	

	
	４　現金
	
	
	30万円
	

	
	普通財産の合計
	
	1千200万円
	

	資産の合計
	
	
	6千600万円
	

	負債の部

	負債
	１　借入金（△△銀行）
	
	100万円
	

	
	
	
	
	

	負債の合計
	
	
	100万円
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○○番地の○





○○番地の○





○○番地の○








事務所


（庫裏）
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（本堂）





祭壇


○㎡





参拝所


○○㎡
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床








押入








茶室


○○㎡





信徒控え室


○○㎡





代表役員室


○○㎡





事務室


○○㎡





玄関








（記載に当たっての留意事項）


１　代表役員および責任役員とも現在就任されている方のみを記入していただいて結構です。


２　代表役員名は、「宗教法人登記簿」で確認することができます。


　　なお、「宗教法人登記簿」の閲覧または謄本は、法務局で請求することができます。


３　責任役員の数は、宗教法人法上では代表役員を含めて３人以上必要となっていますが、人数はそれぞれの宗教法人ごとによりことなります


　ので、貴法人の「宗教法人規則」で確かめてください。





（記載に当たっての留意事項）


１　各財産の「種類」欄には、現在把握できる範囲内で書いていただいて結構です。


２　金額がわからないものについては、金額欄に横線「―」を引いていただいて結構で


　す。（例）特別財産の本尊の金額がわからないため、金額欄に横線「―」が引いてあ


　ります。


３　「資産の合計」、「負債の合計」の金額欄には金額を記入してください。


４　作成年月日を記入してください。





（記載に当たっての留意事項）


１　代表役員および責任役員とも現在就任されている方のみを記入していただいて結構です。


２　代表役員名は、「宗教法人登記簿」で確認することができます。


　　なお、「宗教法人登記簿」の閲覧または謄本は、法務局で請求することができます。


３　責任役員の数は、宗教法人法上では代表役員を含めて３人以上必要となっていますが、人数はそれぞれの宗教法人ごとによりことなります


　ので、貴法人の「宗教法人規則」で確かめてください。





（記載に当たっての留意事項）


１　各財産の「種類」欄には、現在把握できる範囲内で書いていただいて結構です。


２　金額がわからないものについては、金額欄に横線「―」を引いていただいて結構で


　す。（例）特別財産の本尊の金額がわからないため、金額欄に横線「―」が引いてあ


　ります。


３　「資産の合計」、「負債の合計」の金額欄には金額を記入してください。


４　作成年月日を記入してください。
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